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会社概要


 

社

 
名

 
：

 
株式会社

 
大日光・エンジニアリング

Ｄi-Ｎikko Ｅngineering Co., Ltd.


 
本

 
社

 
：

 
栃木県日光市瀬尾33-5


 

設 立 ： 昭和54年9月


 
公開市場

 
：

 
大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（証券コード：６６３５）

平成19年3月上場


 

資 本 金

 
： 8億5,630万円（平成23年12月末現在）


 

従 業 員 数

 
： 単体

 
229人 連結 2,067人（平成23年12月末現在）


 

主 要 業 務

 
：

 
電子部品実装を核とするエレクトロニクス製品の受託

加工事業。基板設計から、 適部品の調達、技術者の

派遣、製造、物流までのサービスを一貫して提供


 

連結子会社

 
：

 
国内1社、海外4社（平成23年12月末現在）
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沿革
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当社グループが生産する製品

自社設計電源基板ＢＧＡ／ＣＳＰ実装基板

電子部品実装部門の製品

機構組立（筐体組立）の製品

放送通信機器／中継機 ＰＯＳターミナル（ＯＥＭ生産）

両面多層／高密度実装基板
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連結損益計算書

5

１．売上高
＜国内＞震災の影響を克服して
①

 

実装：産業機器用は増加
ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ機器用、社会生活機器用は減少

②

 

組立：社会生活機器（ＰＯＳ端末）・産業機器は
増加、光学機器は微増

＜香港・深圳＞震災、洪水の影響軽微
ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ機器用は日本からの移管、電源用受
注増で増産

＜無錫＞震災、洪水の影響を克服してｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ
機器用、光学機器ともに増加

２．営業利益
①

 

国内・海外ともに生産が回復、国内での生産革新
運動による製造原価率改善効果もあり売上総利益
が増加
②

 

販売管理費は人件費・運搬費抑制に注力した
結果、販管費率が低下

３．経常利益
海外において人民元切上げにより為替差益を計上

４．特別損益
震災関連に加えて、投資有価証券評価損、設備
除却損等を計上

５．当期純利益
国内は生産革新運動の成果で増益、海外は人件費、
補材費高騰を吸収しきれず苦戦

実績比較

 
(単位：百万円)

平成22年

 
通期

平成23年

 
通期

前年同期比

 
金額

 

割合

売上高 36,428 38,172 +1,744 +4.8%

売上原価 34,165 35,633 +1,469 +4.3%

売上総利益 2,263 2,538 +275 +12.2%

販売費及び
一般管理費

1,586 1,568 △ 18 △1.1%

営業利益 677 970 +293 +43.3%

営業外収支 △56 27 +84 -

経常利益 620 997 +377 +60.8%

特別損益 △17 △25 △8 -

税金等調整前

 
当期純利益

603 972 +369 +61.2%

法人税住民

及び事業税
258 461 +203 +78.7%

少数株主利益 22 42 +20 +90.9%

当期純利益 322 467 +145 +45.0%
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連結業績推移

（百万円）
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連結貸借対照表分析

主な勘定増減 （単位：百万円）

(資産の部） 22.12.31 23.12.31 増減(23-22)

受取手形及び
売掛金

7,185 7,541 356 ＜国内＞販売先顧客が年末にかけて増産継続
したことに伴い増加

商品及び製品 691 888 197 ＜国内＞販売先顧客が年末にかけて増産継続
したことに伴い増加

その他 857 442 △ 415 ＜香港・深圳＞オフィスビジネス機器生産が年末
減少したことから外注先への有償部品が減少

建物及び構築物 1,104 1,806 703
＜国内＞轟工場新設による増加

土地 185 465 280

（負債の部） 22.12.31 23.12.31 増減(23-22)

社債 780 910 130
＜国内＞轟工場新設に伴う長期借入金増加

長期借入金 6,452 7,232 781

（純資産の部）

利益剰余金 1,284 1,728 445 ＜連結＞当期純利益467百万円計上

為替換算調整勘定 △ 611 △ 624 △ 14 ＜連結＞「関係会社株式」が円高進行（$1=81.4円

 
⇒77.7円）で減少
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連結経常増益要因分析

（22年）

経常利益
320百万円

（２２年）
経常利益

６２０百万円

売上総利益の

 増加
２７５百万円

(22年)
経常利益

620百万円

（２３年）
経常利益

９９７百万円

販売管理費の

 減少
18百万円

運搬費、人件費抑制

 で販管費率は

 4.4%→4.1%に低下

中国子会社における

 為替差益が主因

営業外収支の

 改善：

営業外収支の

 改善
８４百万円

日本：震災を契機に生産革新運動

 の強化を図った結果、粗利率が

 6.2%→6.6%に改善

アジア：人件費、補材高騰で苦戦
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業績分析：資産収益率の推移

経常利益率：（経常利益/売上高）×100（％）

ROA:（営業利益/総資産）×100（％）

ROE:（当期純利益/自己資本）×100（％）

【ROE】

(％)(％)
100

0

【経常利益率、ROA】
経常利益、ROAは19年を大幅に凌駕

ROEは19年並みに改善



所在地別セグメント売上高・営業損益推移

日 本

アジア
・ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄは部

 品不足を克服して増加

・社会生活系、社会安

 心･ｲﾝﾌﾗ系も増加

・人件費・補材費の高騰

 を吸収出来ず苦戦

10

・社会生活系、社会安

 心・ｲﾝﾌﾗ系が増加

・ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄは海

 外ｼﾌﾄもあり減少

・震災後に取組んだ生

 産革新運動が貢献
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所在地セグメント別売上高動向
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想

）

日本

アジア

２３年実績：ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ、社会生活系ともに増産

２４年予想：ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄは減産、社会生活・安心系は増産

２３年実績：ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄは横這い、社会生活系は増加２４年予想：ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ、社会生活系ともに減産

百万円
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平成２４年度業績予想

連結

実績 予想 前年同期比

単位：百万円 平成２３年 平成２４年 金額 割合

売上高 ３８，１７２ ３８，１８６ ＋１４ －

営業利益 ９７０ ６２９ △３４１ △３５．２％

経常利益 ９９７ ４８８ △５０９ △５１．１％

当期純利益 ４６７ ２７３ △１９４ △４１．５％

12
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顧客セグメント営業力UP：

国内４工場、中国：深圳、無錫

社会
生活系

Ⅰ類
ｱﾐｭｰｽﾞ群

Ⅱ類
信号、防犯他

Ⅲ類
ｶﾒﾗ群 医療機器

産業機器

ﾚｰｻﾞｰﾋﾞｰﾑﾌﾟﾘﾝﾀ
複合機能／MFP

社会
安心
ｲﾝﾌﾗ
系

ｵﾌｨｽ
ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾕﾆｯﾄ

①ﾎﾞﾘｭｰﾑ中心の受注→ｸｵﾘﾃｨ中心の受注．．．官能作業工程中心
画期的な質の追求により顧客満足度の高い製品を供給

②劇的な受注ｾｸﾞﾒﾝﾄへの挑戦．．．社会生活系拡張
既存の業態ｺﾝｾﾌﾟﾄに拘らない柔軟な発想で増勢を企画
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付加価値力UP（Ｓｍｉｌｅ
 

Ｃｕｒｖｅ）

利益

組立加工 製品販売企画設計

モノづくり
ノウハウ
を活かして
販売力UP

オリジナル
電源、治工具
開発力UP
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ものづくり・部材調達力
 

UP

日本４工場
（ﾏｻﾞｰ工場）

無錫第１工場

無錫第2工場

深圳（福永）工場

・中国生産競争力UPのための

行動指針再設定

・冶工具の開発・製作
根室

無錫

香港

台北

内
外
拠
点
を活

か
して

部
材

購
買
ネット

ワー
クを

再
構
築
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